
「SNS時代のICTリテラシー」向上セミナー2025 in 広島
2025年11月21日

偽・誤情報等への対策に係る取組
～ファクトチェックとメディア情報リテラシー～



 一般社団法人セーファーインターネット協会（SIA）は、インターネットビジネ
スに携わる企業の有志によって、2013年に設立しました。

 SIAは、多くの人々がインターネットのもたらす恩恵を享受し、安心してインタ
ーネットを利用できる環境を実現するためには、インターネットのもたらす問題
に対して民間主導で解決に取り組むことが不可欠だと考えます。

 こうした考えのもと、SIAでは、インターネットを悪用した犯罪や社会問題を、
実効的に解決するための取り組みを展開しています。
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設立趣旨



 正会員

 賛助会員

 協力企業 （正会員 賛助会員 24社）
（協力企業   1社）

会員構成
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2008/6
青少年イン
ターネット利
用環境整備法
成立

2011/4
ICSA稼働。接続プ
ロバイダによる児
童ポルノサイトの
ブロッキング開始

2014/11
リベンジポルノ
被害防止法成立

2016/12
アメリカ大統領選
挙「フェイク・
ニュース」が問題
化

2017/10
座間市で自殺
願望のある被
害者を殺害す
る事件発生

2018/6
漫画村。知的財産
戦略本部が「イン
ターネット上の海
賊版対策に関する
検討会議」開催

2020/5
誹謗中傷を苦にテ
レビ出演者が自殺
する事件発生

2020/6
新型コロナウィ
ルスに関するデ
マ・偽情報の流
通が問題化

2021/4
プロバイダ責
任制限法改正

2013/11

セーフライン開始

2018/12

海賊版対策
民間実務者会議開始

2020/6

誹謗中傷ホットライン開始
削除に向けた取り組み

2020/6
Disinformation対策フォーラム開始

2016/4〜2021/3/31
インターネット・ホットライン
センター（IHC）事業受託
（委託元：警察庁）

2021/4

発信者情報任意開示促進
権利侵害明白性ガイドライン相談窓口設置
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インターネットに関連した社会問題とSIAの活動変遷



2022/7
安倍元首相銃撃事件

2022/10

日本ファクトチェックセンター開始

2022/11

セーフライン
爆発物・銃に関するガイドライン改訂
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インターネットに関連した社会問題とSIAの活動変遷



 個人による情報発信の拡大や、SNSの普及にともない、特に欧
米諸国を中心に偽情報の問題が顕在化して、対策が検討されて
いる。

 「我が国における偽情報への対応の在り方の基本的な方向性と
しては、まずはプラットフォーム事業者を始めとする民間部門
における関係者による自主的な取組を基本とした対策を進めて
いくことが適当である」

総務省：プラットフォームサービスに関する研究会 最終報告書
https://www.soumu.go.jp/main_content/000668595.pdf

 SIAにて「Disinformation対策フォーラム」を設置。
有識者の皆様や各社の対策状況等について意見交換を実施。

 2022年3月28日に最終とりまとめを公表。
https://www.saferinternet.or.jp/info/24742/

フェイクニュース・偽情報 対策の背景
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 国内外においてインターネット上での偽情報・誤情報の流通が深刻化しており、昨今の新型コロナウイルス感染症に関
しても偽情報・誤情報が流通し課題として顕在化しました。SIAではこのような状況を受け、2020年6月に偽情報対策の
産学官民連携した取り組み「Disinformation対策フォーラム」を設立し有識者による議論を進めた他、2021年7月に「
ワクチンデマ対策シンポジウム」を開催するなど、偽情報・誤情報対策に取り組んでまいりました。

 この度、SIAでは「Disinformation対策フォーラム」の報告書を受け、「情報空間の健全性向上」、「人材の育成」、「
情報リテラシーの向上」を柱とした、偽情報・誤情報対策を総合的に実施いたします。その一環として、Google の慈善
事業部門である Google .orgと、ヤフー株式会社の支援を受け、偽情報・誤情報対策を実施するファクトチェック機関
「日本ファクトチェックセンター」を2022年10月1日に設立いたします。

 本センターでは、主に「情報空間の健全性向上」について取り組み、インターネットに流通する偽情報・誤情報につい
てファクトチェックを実施しチェック結果や参考情報などの情報を発信します。ファクトチェック情報の発信につきま
しては、「Yahoo!ニュース」をはじめとした情報プラットフォームへの配信に向け、準備を進めてまいります。なお、
本センターは、各国のファクトチェック団体の連合組織「国際ファクトチェックネットワーク（International Fact-
Checking Network、「IFCN」）」の認証を目指します。

 また、「人材の育成」、「情報リテラシーの向上」については、実践を通じたファクトチェッカーの育成や、活動にお
いて得た知見を活かした啓発活動を実施する等して、幅広い偽情報・誤情報対策を推進いたします。

日本ファクトチェックセンター（JFC）設立へ

7（2022年9月28日付プレスリリース）



 2022年10月1日より運用開始。
インターネットに流通する偽情報・誤情報につい
てファクトチェックを実施しチェック結果や参考
情報などの情報を発信する。

 各国のファクトチェック団体の連合組織「国際フ
ァクトチェックネットワーク
（International Fact-Checking Network、
「IFCN」）」に加盟。

 「人材の育成」、「情報リテラシーの向上」につ
いては、実践を通じたファクトチェッカーの育成
や、活動において得た知見を活かした啓発活動を
実施する等して、幅広い偽情報・誤情報対策を推
進する。

 ファクトチェック情報の発信は、ホームページの
他、「Yahoo!ニュース」での配信も行う。

JFCの概要
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記事数とコンテンツ事例
設立当初の月10本から動画も含めて月40本超に



検証対象を選ぶ基準
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不偏不党であることを示すためには、すべての検証を公正に実施するだけでなく、何を検証する
かも公正である必要があります。世の中に無数にある言説のうち、3つの指標をもとに、検証対象
を選んでいます。影響する人の多さ＝「広さ」、深刻さ＝「深さ」、身近さ＝「近さ」です。



意見ではなく事実の検証
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ファクトチェックの対象となるのは「意見（オピニオン）」ではなく、公開されている言説の中
で「事実（ファクト）」と提示されている部分です。
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検証対象の多様化
検証対象の多様化と選挙や災害やパンデミックなどへの対応
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特集やプレバンキング
偽・誤情報が特に集中する時事問題にあわせた対応



14

記事の事例
2024年総選挙関連のファクトチェックや解説記事

● 選挙期間中に28本のファクトチェック記事と5本の解説記事(他の
ファクトチェック機関と大手メディアの合計は6本)

● 投開票日前に拡散しがちな偽・誤情報を解説し、プレバンキング
。選挙後に総括する記事や日米台の比較も。

● 候補者や政党に関する誤った情報や選挙不正を訴える根拠のない
主張、候補者自身の発言など、多角的に検証。
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幅広い層へのリーチ

メディア消費の中心となっているショート動画

http://www.youtube.com/watch?v=QQCI5oxq_jQ


JFCの構造
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2022年10月にSIAのもとで設立され、外部やSIA自体からの独立性を保つために、ファクトチェ
ックの対象選定や検証の実務はJFC編集部に一任され、公正性を保って活動しているかを、有識者
からなる運営委員会と監査委員会で評価しています。



独立・不偏不党・公開の原則
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ファクトチェックをしていくうえで特に重要なことは、編集部の独立と不偏不党、そして公開の
原則です。編集部の独立を担保するために、運営委員会と監査委員会が設けられ、JFCの全体方針
や個々の検証記事に関する事後的なチェックをする体制となっています。
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ファクトチェック講座

ファクトチェックとメディア情報リテラシーを学べる無料講座を開設
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認定制度

講座を受講した人へのJFCファクトチェッカー認定試験
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講師養成講座

FC認定を取得した教育者向けの「講師養成講座」
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ファクトチェックとリテラシー

講師認定を取得したJFCトレーナーに常にアップデートする教材を提供
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セミナー・講座

2年間で5000人超にセミナーを実施、大学や高校での教材の活用も
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ファクトチェック選手権

日本から67チーム167人、台湾、タイ、インドネシアのファクトチェック団体
との共催で1000人超が参加。プレイベント、国内大会、国際大会を実施

ファクトチェックスキルを競うユース国際大会を開催
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研究・開発コラボ

日本の偽・誤情報の現状に関する大規模な調査研究

● JFCと国際大学GLOCOMの共同調査

● 予備調査2万人、本調査5000人を対象

● 実際に拡散した偽・誤情報の影響を調査

○ 偽・誤情報への接触実態

○ 偽・誤情報の真偽判断行動

の実態

○ 偽・誤情報の拡散行動の実態

○ 偽・誤情報の真偽判断

・拡散行動の決定要因

○ 情報検証行動

○ リテラシー・クリティカル

シンキング・啓発講座

● JFCサイト「調査研究」からDL可能

○ ファクトチェック

○ ファクトチェック手法の海外事例

○ ファクトチェッカー養成講座事例

○ インタビュー調査結果

○ 偽・誤情報に関する近年の

政策的動向

○ 生成AIが偽・誤情報問題に

もたらすインパクト

○ 研究から導かれる提言
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シンポジウム

偽・誤情報対策を議論する業界横断的なシンポジウムを開催
● JFC、研究者、プラットフォーム、政府担当者によるパネル討論

● ファクトチェック、メディア情報リテラシー教育、業界のルール設
定や法的な規制などの多岐にわたる議論。

● 会場とオンライン中継のハイブリッド開催で、来場66人、ライブ視
聴599、アーカイブ視聴841（2024年11月現在）。
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新しいテクノロジーの活用

LINEアカウントのAIボットがユーザーからの質問に対応するJFCの記事を紹介
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新しいテクノロジーの活用

英Logicallyの偽動画対策AIツールのベータテスターとして日本語対応への協力
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社会全体の取り組みへの貢献
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支援いただいた団体

JFCへの資金提供
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JFCへの支援と会計

収支報告（期間：2024年4月1日～2025年3月31日）
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ファクトチェック団体の経済的課題

37.96％が年間予算1500
万円以下で、35.04％が
1500万-7500万円

世界のファクトチェック137団体を調べた

ファクトチェッカー実態リポート

83.7%は資金調達と経済

的な継続性に不安を抱え
ている

世界のファクトチェック
団体の約5割はフルタイム
職員が5人以下

ファクトチェック団体の資金難

State of the Fact-Checkers Report 2023, IFCN 

https://www.poynter.org/wp-content/uploads/2024/04/State-of-Fact-Checkers-2023.pdf
https://www.poynter.org/wp-content/uploads/2024/04/State-of-Fact-Checkers-2023.pdf
https://www.poynter.org/wp-content/uploads/2024/04/State-of-Fact-Checkers-2023.pdf


SIA、「DIGITAL POSITIVE ACTION」に参画
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近年、生成AIをはじめとしたデジタル技術の活用の推進や、GIGAスクール構想での一人一台端末環境など、子どもから大
人までインターネットの利用は日常生活に深く浸透しています。その一方、インターネット上の偽情報・誤情報や詐欺広
告や誹謗中傷被害が深刻化しており、大きな社会問題となっています。このような状況を受けSIAは、本年1月より総務省
が始動した、総合的なICTリテラシー向上に向けた官民連携プロジェクト「DIGITAL POSITIVE ACTION」に賛同し、参
画しています。



「Safer Internet Day JAPANフォーラム」を開催
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DPAへの参画により、総務省及び関連団体・事業者との連携を通じ、さらなるICTリテラシー向上に取り組んでまいりま
す。またSIAでは、本年2月11日に世界180カ国以上で取り組みが行われている「セーファーインターネットデー」を記念
し、2月12日に「Safer Internet Day JAPANフォーラム」を開催しました。
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情報流通プラットフォーム対処法（旧プロバイダ責任制限法）

（出所：総務省）
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大規模特定電気通信役務提供者の指定

（出所：総務省）

情報流通プラットフォーム対処法（以下「法」といいます。）は、インターネット上の違法・有害情報の流通・拡散への
対応として、一定の要件を充足する大規模なプラットフォーム事業者を大規模特定電気通信役務提供者として指定し、削
除対応の迅速化及び運用状況の透明化に係る措置を義務付けています（法第5章及び第6章）。総務省は、法第20条第1項
に基づき、以下の者を大規模特定電気通信役務提供者として指定しています。
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会員企業における情プラ法への対応事例

（出所：LINEヤフー株式会社）
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会員企業における情プラ法への対応事例

（出所：LINEヤフー株式会社）
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